
○複数機関による連携訓練の実施状況一覧 第4回中防連（H27.2.27）以降の訓練を記載
様式－２

「実施状況」

訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

資 料 提 供
機 関 名

中国四国農政局
平成２７年度岡
山第２合同庁舎
防災訓練

平成27年11月18日
○震源：南海トラフ地震
○震度：岡山市北区震度６強
○津波なし

○岡山県北区岡山第２合同庁
舎１０階食堂で火災が発生

○本部隊、地区隊の設置訓練及び連携訓練
○地震から身を守る訓練
○避難訓練
○消火設備の操作方法設置場所の確認
○応急救護方の研修

○国の機関（中国四国農政局、岡山労働局、自衛隊岡山
地方協力本部、中国四国厚生局岡山事務所、広島入国管
理局岡山出張所、中国四国地方環境事務所）

742名 継続
中国四国農政
局

中国四国農政局

平成２７年度第
１回中国四国農
政局震災対応訓
練

平成27年9月1日
○震源：南海トラフ地震
○震度：管内最大震度７
○津波：大津波警報発令

具体的想定なし

○情報伝達訓練及び参集訓練
○職員の安否確認訓練
○災害対策本部の設置・運営訓練
○市民参加なし

中国四国農政局本局、管内の地域センター及び国営事業
（務）所

約
1450名

継続
中国四国農政
局

中国地方非常通
信協議会（事務
局：中国総合通
信局）

第78回全国非常
通信訓練

平成27年11月18日 各県において設定 通常使用している通信手段の
途絶
地上系電気通信事業者回線の
途絶

市町村～県間の非常通信ルートによる情報伝達訓練
県～内閣府間の非常通信ルートによる情報伝達訓練

国の機関（内閣府、消防庁等）
地方公共団体（５県、関係市町村）
関係団体（中国電力、放送事業者等）

100

継続

中国総合通信
局

中国地方整備局 風水害対策訓練 平成27年5月29日 山陰沖に停滞している前線と
台風の影響により、広島県東
部、山口県東部の沿岸におい
て暴風や大雨、波浪に見舞わ
れる。

芦田川堤防決壊や堤防決壊に
よる国道２号（福山市）の通
行止め、徳山下松港の施設の
損傷による甚大災害が発生

梅雨、台風等による風水害に備えて、防災体制に万全を期
するため、災害状況等の迅速かつ正確な収集と伝達及び的
確な指揮・対策を行うこと。
①即時・即応性の確立に向けて、災害の情報収集・伝達の
手段・方法・伝達系統等を訓練にて確認し、災害時に必要
な組織内の情報共有の徹底を図る。
②土砂災害防止法に基づいた河道閉塞に起因する土石流に
よる大規模土砂災害に対する土砂災害緊急調査及び緊急情
報の提供を机上訓練にて実施。
③災害対策基本法改正に伴い、緊急車両通行ルート確保の
ために支障となる道路上の放置車両の移動・撤去の机上訓
練の実施
④広島県、福山市への現地情報連絡員（リエゾン）派遣及
び災害対策本部車を活用した関係機関との連携強化と情報
共有の実施。
⑤災害応急対策業務に関する協定等に基づく要請の確認及
び関係機関との情報共有を実施。
⑥衛星通信車を活用した災害対策本部、災害対策支部、現
地対策支援班の情報共有を実施。

中国地方整備局及び管内全事務所、鳥取県、島根県、岡
山県、広島県、山口県、広島
市、岡山市、福山市、呉市、境港管理組合、陸上自衛隊
中部方面総監部、陸上自衛隊第
１３旅団、第六管区海上保安本部、第七管区海上保安本
部、第八管区海上保安本部、中
国運輸局、国土地理院中国地方測量部、気象庁広島地方
気象台、ＮＨＫ広島放送局、中
国電力（株）、(一社)中国建設弘済会、(財)河川情報セ
ンター、(一社)日本建設機械施工
協会、(一社)日本埋立浚渫協会、(一社)日本建設業連合
会、(一社)建設コンサルタンツ協
会、(一社)河川ポンプ施設技術協会、(一社)海洋調査協
会、(一社)日本潜水協会、(一社)広
島県建設工業協会、(一社)岡山県建設業協会、事務所の
災害応急対策活動に関する基本協
定締結業者および「中国地方の防災に関する連絡会」

1,000 継続 中国地方整備
局

中国地方整備局 地震津波防災訓
練

平成27年11月5日 南海トラフ巨大地震、震源
地：和歌山県沖（沖合１０0km
付近）、管内の震度：震度６
強～４、管内の津波：宇野
港：初期潮位＋１．０m

旭川、百間川、吉井川、高梁
川堤防被害等ほか
直轄国道２号、30号、53号、1
地震・津波による瓦礫・浸
水、法面崩壊80号、補助国道
ほか等による通行止等
宇野港、水島港ほか港湾施設
被害、浮遊物による航路障害

大規模地震・津波による災害を想定し、発災から災害応急
対策までの、被災状況の迅速かつ正確な把握・伝達、及び
的確な指揮・対策等の訓練を実施し、職員の防災対応能力
の向上を図ること。
１ ． 津波防災の日（ 11月5日） に合わせた取り組み
２ ． 津波警報発令後の河川、道路、海岸等の被災状況の
迅速な確認と対応
３ ． 津波警報解除後の国・県・市、防災関係機関との連
携した道路啓開等の緊急対応
４ ． リエゾン・TEC-FORCE派遣訓練
５ ． 大規模河道閉塞への緊急対応
６ ． 災害対策用機械の出動、放置車両撤去等の実働訓練

中国地方整備局管内の河川･道路･ダム･公園･港湾空港・
営繕関係の事務所（管理所）、
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、広島市、岡
山市、瀬戸内市、陸上自衛隊中
部方面総監部、陸上自衛隊第１３旅団、第六管区海上保
安本部、第七管区海上保安本部、
第八管区海上保安本部、国土地理院中国地方測量部、中
国運輸局、気象庁広島地方気象
台、西日本高速道路(株)、広島高速道路公社、日本放送
協会、中国電力(株)、(一社)中国
建設弘済会、（財）河川情報センター、（一社）日本建
設業連合会、（一社）河川ポン
プ施設技術協会、(一社)日本埋立浚渫協会、（一社）海
洋調査協会、(一社)建設コンサル
タンツ協会中国支部、(一社)鳥取県建設業協会、(一社)
島根県建設業協会、(一社)岡山県
建設業協会、(一社)広島県建設工業協会、(一社)山口県
建設業協会、中国地方の防災に
関する連絡会、災害応急対策に関する協定締結業者

1,000 継続 中国地方整備
局

主 催
機 関 名

地方支分
部局関係
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

資 料 提 供
機 関 名

主 催
機 関 名

中国地方整備局 江の川上流総合
水防演習
（サテライト会
場：広島港）

平成27年5月17日 （海自への依頼事項）
・流出油拡散防止
・緊急物資海上輸送
（その他の機関・団体）
・荷役機械の固定訓練
・コンテナ流出防止訓練
・防潮扉等の開閉訓練
・海上からの港湾施設点検訓練
・漂流者捜索・救助訓練
・岸壁被災状況確認、訓練
・航路啓開訓練

中国地方整備局（空港港湾部）
広島空港・港湾整備事務所
広島県土木局
六管保安部
広島海上保安部
海上自衛隊呉地方総監部、呉警備隊

継続 中国地方整備
局

広島湾排出油等
防除協議会連合
会（第六管区海
上保安本部）

広島湾排出油等
防除協議会連合
会実働訓練

平成27年10月1日 事故等による海上への大量油
流出

広範囲な油の流出、沿岸部等
への漂着等

・対話型机上訓練
　　グループディスカッション

【広島湾排出油等防除協議会連合会】
○国の機関（海上保安庁、中国地方整備局、海上自衛
隊）
○地方公共団体（県、市、警察、消防等）
○関係団体等

120名 継続 第六管区海上
保安本部

備讃海域排出油
等防除協議会連
合会（第六管区
海上保安本部）

備讃海域排出油
等防除協議会連
合会机上訓練

平成27年12月17日 事故等による海上への大量油
流出

広範囲な油の流出、沿岸部等
への漂着等

・実働訓練
　　オイルフェンス展張

【備讃海域排出油等防除協議会連合会】
○国の機関（海上保安庁、中国地方整備局、海上自衛
隊）
○地方公共団体（県、市、警察、消防等）
○関係団体等

100名 継続 第六管区海上
保安本部

第六管区海上保
安本部

応急通信資機材
積載等合同訓練

平成27年11月25日 災害時における応急通信資機
材を巡視艇により運搬

災害全般 ・実働訓練
　　巡視艇に資機材を積載
　　実際に運搬

ソフトバンク株式会社
KDDI株式会社
株式会社NTTドコモ

100名 継続 第六管区海上
保安本部

地方支分
部局関係
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

資 料 提 供
機 関 名

主 催
機 関 名

鳥取県 平成27年度鳥取
県水防訓練

平成27年5月30日 台風の影響により暴風・大雨
のため県中部地区で被害が発
生

○河川の越水
○浸水被害
○大雨による人的被害
○堤防からの漏水
○堤防法面の深掘れ
○倒壊家屋の発生
○中州に孤立（逃げ遅れ）

○各種工法訓練
○上空監視訓練
○河川巡視訓練
○防災車両出動訓練
○救護所設置訓練
○負傷者救助訓練
○排水訓練
○避難、誘導訓練
○炊飯訓練
○倒壊家屋からの救助訓練
○孤立者救助訓練
○架柱橋架設訓練
○水防伝達訓練

○国の機関（倉吉河川国道事務所、陸上自衛隊第８普通
科連隊）
○地方公共団体（１県、５市町村、県警、中部ふるさと
広域連合等）
○関係団体（日赤、日赤奉仕団、建設業協会、土木防
災・砂防ボランティア、関係自治会等）

820 継続 鳥取県

島根県
益田市

平成２７年度島
根県総合防災訓
練

平成27年11月8日 風水害 島根県西部では猛烈な雨が降
り、各地で河川の氾濫による
浸水やがけ崩れ等の土砂災害
が発生し、多数の負傷者が発
生。また、土砂や倒木、橋梁
等の流失、道路の冠水等によ
り孤立する地域が発生。

○避難訓練
○避難所開設・運営訓練
○緊急支援物資搬送訓練
○水防訓練
○道路啓開訓練
○炊き出し訓練
○救出・救助訓練
○応急救護所開設・運営訓練
○通信応急復旧訓練
○孤立者救助訓練　等

国土交通省中国地方整備局、浜田海上保安部、陸上自衛
隊第１３旅団第１３偵察隊、航空自衛隊第３輸送航空
隊、日本赤十字社島根県支部、島根県警察本部、益田広
域消防本部、益田市消防団、益田市、島根県　他

700 継続 島根県

岡山県（岡山市
と共催）

平成２７年度岡
山県総合防災訓
練

平成27年8月30日 南海トラフを震源域とするマ
グニチュード９．０クラスの
の地震が発生

県内で最大震度６強を観測、
沿岸部では約３ｍの津波が到
達したとの想定

○指揮所開設・災害対応訓練
○人命救助訓練
○道路啓開訓練
○医療活動訓練
○ヘリベース開設及び航空運用調整訓練
○ライフライン復旧訓練
○避難所開設訓練
○燃料供給訓練
○物資輸送訓練
○航路啓開訓
○訓練等の映像放映

岡山県・岡山市総合防災訓練が開催されました。岡山
県、岡山市、中国地方整備局（１６名）、陸上自衛隊、
ライフライン関係機関等４５団体

約700名 継続 岡山県

岡山市 平成２７年度
岡山市水防訓練

平成２７年
　　６月７日

風水害の想定 河川はん濫の恐れ　及び
土砂災害の恐れ

○消防局ヘリコプターによる画像電送訓練
○消防無線・防災行政無線による通信訓練
○区役所職員による現地パトロール訓練
○区役所職員による資材搬送訓練
○市災害対策本部と区本部における連携訓練
○職員及び消防団員による水防工法の習得訓練
○土砂災害からの避難訓練

○岡山市　市長以下２００名
○消防団
○地域住民

約350名 継続 岡山市

山口県総合防災
訓練実行委員会
（県、柳井市、
周防大島町、上
関町、田布施
町、平生町）

2015年山口県総
合防災訓練

平成27年6月7日 ○大規模土砂災害の発生
○南海トラフ地震の発生

○土砂災害警戒情報、記録的
短時間大雨情報等が発表さ
れ、大規模な土砂災害が発生
○南海トラフを震源とする巨
大地震が発生し、大津波警報
が発表されるとともに津波が
到達

○災害対策本部設置・運営訓練
○救助・救急機関等実働訓練
○住民参加型訓練
○展示・体験コーナー　　　　　等

地域住民、消防、警察、自衛隊、海上保安庁、医療機
関、県、市町等77機関

約1,560
人

継続 山口県

広島県（広島市
と共催）

平成27年度総合
防災訓練

平成27年9月2日 台風の接近に伴い、豪雨・暴
風となり土砂災害や高潮等に
よる被害が発生している状況

○局地的豪雨によって、河川
の氾濫、土砂崩れが発生し、
東区福田地区一帯が孤立して
いる。
孤立した地域では、携帯電話
の基地局が機能しなくなって
いる。また、土砂崩れにより
倒壊した家屋に住人が生埋め
になっている。
○西区観音新町沖の海上にお
いて、強風に煽られた船舶が
転覆し、乗員が海に投げ出さ
れている。

○災害対策本部の運営手順強化
○関係機関相互の連携強化
○応急活動技術の向上

中国地方整備局（太田川河川事務所、広島国道事務所、
広島港湾・空港整備事務所、企画部）、広島地方気象
台、広島海上保安部、陸上自衛隊、広島県、広島県警察
本部、日本赤十字社広島県支部、西日本電信電話㈱、中
国電力㈱、㈱ＮＴＴドコモ、広島ガス㈱、(社)広島県ト
ラック協会、(社)広島市医師会、広島市、広島市消防団
連合会、海上自衛隊、第六管区海上保安本部、中国管区
警察局、生活協同組合ひろしま、SeRV広島、自衛隊協力
本部、（特定非営利活動法人）日本レスキュー協会、ソ
フトバンク㈱、ＫＤＤＩ㈱、㈱ポプラ、隊友会、広島大
学病院、長束小学校区自主防災会連合会、広島地区暴力
追放対策協議会

約
15,400
人

継続 広島市

地方公共
団体関係

4
3



訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

資 料 提 供
機 関 名

主 催
機 関 名

地方公共
団体関係

広島市（広島県
と共催）

平成27年度総合
防災訓練

平成27年9月2日 台風の接近に伴い、豪雨・暴
風となり土砂災害や高潮等に
よる被害が発生している状況

○局地的豪雨によって、河川
の氾濫、土砂崩れが発生し、
東区福田地区一帯が孤立して
いる。
孤立した地域では、携帯電話
の基地局が機能しなくなって
いる。また、土砂崩れにより
倒壊した家屋に住人が生埋め
になっている。
○西区観音新町沖の海上にお
いて、強風に煽られた船舶が
転覆し、乗員が海に投げ出さ
れている。

○災害対策本部の運営手順強化
○関係機関相互の連携強化
○応急活動技術の向上

中国地方整備局（太田川河川事務所、広島国道事務所、
広島港湾・空港整備事務所、企画部）、広島地方気象
台、広島海上保安部、陸上自衛隊、広島県、広島県警察
本部、日本赤十字社広島県支部、西日本電信電話㈱、中
国電力㈱、㈱ＮＴＴドコモ、広島ガス㈱、(社)広島県ト
ラック協会、(社)広島市医師会、広島市、広島市消防団
連合会、海上自衛隊、第六管区海上保安本部、中国管区
警察局、生活協同組合ひろしま、SeRV広島、自衛隊協力
本部、（特定非営利活動法人）日本レスキュー協会、ソ
フトバンク㈱、ＫＤＤＩ㈱、㈱ポプラ、隊友会、広島大
学病院、長束小学校区自主防災会連合会、広島地区暴力
追放対策協議会

約
15,400
人

継続 広島市

消防・
警察・
医療関係

中国管区警察局 平成27年度中
国・四国管区合
同広域緊急援助
隊等災害警備訓
練

平成27年11月12日 香川県高松市を震源とするﾏｸﾞ
ﾆﾁｭｰﾄﾞ7.6の第地震が発生。前
日までの降雨により土砂災害
が発生。

県内において多数の死者・行
方不明者が出ている状況

○被災情報収集訓練
○現地指揮本部運営訓練
○映像通信訓練
○道路啓開訓練
○救出救助及び救護訓練
○検視、検案及び身元確認

○中国、四国管区広域緊急援助隊
○四国緊急災害警備隊
○中国・四国管区機動警察通信隊
○香川県航空警察隊
○陸上自衛隊第14旅団第15普通科連隊
○香川DMAT
○香川県警察歯科医会
○香川県レッカー共同組合
○高松市消防局、丸亀市消防局
○香川県医師会
○日本自動車連盟香川支部
○日本レスキュー協会

約450人 継続 中国管区警察
局

ソフトバンクモ
バイル中国技術
部

自衛隊西部方面
隊

自衛隊共同災害訓練平成27年2月4日 〇南海トラフ地震発生による
通信網途絶

〇宮崎県延岡市につながる南
北道路断、通信断

〇南海トラフ地震発生に対する通信復旧作業 〇自衛隊西部方面隊
〇ＮＴＴ西日本
〇ＮＴＴドコモ
〇ＫＤＤＩ
〇ソフトバンクモバイル

〇100名
程度
〇車両
20台
〇航空
機3機

継続

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

ソフトバンク

広島市

人命救助及びラ
イフライン復旧
訓練計画

2015/8/29～30 各団体別の対応訓練 福田地区では、土砂崩れによ
り、２棟の家屋が倒壊し、住
民が被害に遭っているとの通
報により、消防隊、県警察機
動隊が出動するも、進入する
国道が土砂等により、通行が
できない状態となっている。

中国地方整備局が国道の車両
撤去作業を実施、土砂撤去が
完了後、災害現地で人命救助

〇福田地区の土砂崩れ現場付近において、電話が輻輳に
よって掛かり難くなっているため、現地に出向。

〇現地指揮本部で車両の配置場所等を調整、安全な高台へ
運用のためポータブル衛星

〇車載車と移動無線車を配置し、福田地区の通話を確保す
る。

〇広島市（他関係団体）
〇ＮＴＴ西日本
〇ＮＴＴドコモ
〇ＫＤＤＩ
〇ソフトバンクモバイル

〇100名
程度
〇車両
20台

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

ソフトバンク
九州、中国、四
国

自衛隊西部方面
隊

自衛隊共同災害訓練2015/8/29～30 〇①輸送艦「おおすみ」によ
る海上輸送
②LCAC（ﾎﾊﾞｰｸﾗﾌﾄ）による上
陸
③基地局設営までの訓練

〇宮崎県延岡市につながる南
北道路断、通信断

〇宮崎県防災訓練 〇自衛隊西部方面隊
〇ＮＴＴ西日本
〇ＮＴＴドコモ
〇ＫＤＤＩ
〇ソフトバンクモバイル

〇100名
程度
〇車両
20台
〇航空
機3機

継続

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

通信関係

4
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

資 料 提 供
機 関 名

主 催
機 関 名

ＮＴＴドコモグ
ループ

NTT西日本グルー
プ

合同防災訓練

平成27年10月14日 〇NTT西日本およびNTTドコモグループの災害訓練を通じ
て、

他事業者の状況を知り、ソフトバンクの災害対応に活用す
る

〇ＮＴＴドコモ
〇ＫＤＤＩ
〇ソフトバンクモバイル

〇200名
程度
〇車両
10台
〇船舶1
隻 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

SB_西日本ｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝｾﾝﾀｰ

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成27年7月21日 広島県地震を想定 ○広島エリアのSB～KDDI横つ
なぎケーブル接続確認

○事業者間連携による伝送路迂回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡体制

○KDDI
○ソフトバンク

10名

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

SB-中四国NWC
KDDI-広島TC

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成27年12月10日 岡山県地震を想定 ○広島～岡山間のケーブル断
によるシステム復旧確認

○事業者間連携による伝送路迂回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
○伝送路迂回手順の検証

○KDDI
○ソフトバンク

20名

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

SB中四国NWC
Enecomﾈｯﾄﾜｰｸｵ
ﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

事業者間相互連
携訓練

平成27年3月13日 ○大規模障害を想定 ○岡山県備前市エリア土砂災
害による線路支障

○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
○支障発生箇所への駆付け体制確保、駆付け実施
○エリア救済のための移動無線車手配対応

○enecom
○ソフトバンクテレコム

20名

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

NTTドコモ
中国支社

ＮＴＴ西日本グ
ループ・ＮＴＴ
ドコモグループ
合同防災訓練

平成２7年
6月9日-11日

○南海トラフ地震 ○地震による通信途絶 ○被害の情報収集・共有
○四国支援駆付けルート確認および駆付け
○応急復旧訓練

○NTT西日本
○NTTドコモ四国支社

90名 新規 NTTdocomo

NTTドコモ
中国支社

南海トラフ地震
を想定した通信
機器搬送訓練

平成27年2月25日 ○南海トラフ地震 ○通信途絶（道路閉鎖） ○ヘリコプターへの応急通信機材積込みと運搬 ○KDDI
○ソフトバンクテレコム
○自衛隊

30名 新規 NTTdocomo

NTTドコモ
中国支社

通信事業者3社及
び第六管本部に
よる応急通信機
材積載等の合同
訓練

平成27年11月25日 ○南海トラフ地震 等 ○離島での通信途絶 ○巡視艇への応急通信機材積込みと運搬 ○KDDI
○ソフトバンクテレコム
○第六管区海上保安本部

30名 新規 NTTdocomo

KDDI広島テクニ
カルセンター

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成27年12月9日 〇下関で発生した地震による
光ケーブル切断

〇エネルギアコム宇品～Qtnet
間の伝送路断となり通信サー
ビスに影響が発生

○事業者間連携による伝送路迂回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
〇事業者間の光ファイバケーブルの線路ロス測定

○KDDI
○エネルギア・コミュニケーションズ
〇Qtnet

8名 KDDI

KDDI広島テクニ
カルセンター

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成27年12月10日 ○東南海トラフ地震を想定 ○広島～大阪間のソフトバン
クの伝送路が多数断となり通
信サービスに影響が発生

○事業者間連携による伝送路迂回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
○伝送路迂回手順の検証

○KDDI
○ソフトバンク

8名 KDDI

KDDI広島テクニ
カルセンター

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成27年12月16日 ○東南海トラフ地震を想定 ○岡山～高松間のStnetと円ネ
ルギアコムの伝送路が多数断
となり通信サービスに影響が
発生

○事業者間連携による伝送路迂回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
〇事業者間の光ファイバケーブルの線路ロス測定

○KDDI
○エネルギア・コミュニケーションズ
〇Stnet

10名 KDDI

通信関係

4
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○複数機関による連携訓練の実施予定一覧 第5回中防連（H28.1.15）以降の訓練予定を記載
様式－２
「予定」

訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR継
続

資料提供
機 関 名

中防連 中防連　図上訓練
平成28年12月（調整
中）

南海トラフ巨大地震 南海トラフ巨大地震 図上訓練 「中国地方の防災に関する連絡会」参加
機関

調整中 継続

中国四国
農政局

平成２７年度第２
回中国四国農政局
震災対応訓練

平成28年１月下旬

○震源：南海トラフ地震
○震度：管内最大震度７
○津波：管内津波高最大１０ｍ
（大津波警報発令・地方自治体
による避難指示発令）

○津波浸水（徳島支局・高知支
局）

○情報伝達訓練及び参集訓練
○職員の安否確認訓練
○災害対策本部の設置・運営訓
練
○通信確保訓練
○津波から身を守る訓練
○市民参加なし

中国四国農政局本局、管内支局及び国営
事業（務）所

- 新規
中国四国農
政局

中国地方整
備局

高梁川　総合水防
演習

平成28年5月28日 継続 中国地方整
備局

中国地方整
備局

風水害対策訓練 継続 中国地方整
備局

中国地方整
備局

地震津波防災訓練 継続 中国地方整
備局

中国地方整
備局

雪害を想定した訓
練

継続 中国地方整
備局

中国地方整
備局

他地整等との連携
訓練

継続 中国地方整
備局

中国地方整
備局

災害対策機械等運
用訓練

継続 中国地方整
備局

備後灘伊予
灘海域排出
油等防除協
議会連合会
（第六管区
海上保安本
部）

備後灘伊予灘海域
排出油等防除協議
会連合会机上訓練

調整中 事故等による海上への大量油流
出

広範囲な油の流出、沿岸部等へ
の漂着等

調整中 【備後灘伊予灘海域排出油等防除協議会
連合会】
○国の機関（海上保安庁、中国地方整備
局、海上自衛隊）
○地方公共団体（県、市、警察、消防
等）
○関係団体等

調整中 継続 第六管区海
上保安本部

鳥取県 平成28年度鳥取県
水防訓練

継続

島根県 平成28年度島根県
総合防災訓練

継続

島根県 原子力防災通信訓練 継続

岡山県 平成28年度岡山県
総合防災訓練

継続

主 催
機 関 名

地方支分部
局関係

地方公共団
体関係

4
6



訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR継
続

資料提供
機 関 名

主 催
機 関 名

広島県 平成28年度広島県
総合防災訓練

継続

山口県総合
防災訓練実
行委員会
（県、萩
市、長門
市、阿武
町）

2016年山口県総合
防災訓練

平成28年5月下旬又
は6月上旬で調整中

大雨災害、地震等 大雨災害、地震等 災害対策本部設置・運営訓練、
救助・救急機関等実働訓練、住
民参加型訓練、展示・体験コー
ナー

継続 山口県

広島市
平成28年度広島市
総合防災訓練

継続
広島市

岡山市 平成２８年度　岡
山市水防訓練

平成２８年
　　６月７日
　　（調整中）

継続

警察・消防
関係

中国管区警
察局

平成28年度中国・
四国管区合同広域
緊急援助隊等災害
警備訓練

平成28年11月を予定 鳥取県米子市を震源とするﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ7.6の第地震が発生。前日
までの降雨により土砂災害が発
生。

県内において多数の死者・行方
不明者が出ている状況

○実働重視・同時進行型合同訓
練
○実在した被害現場を想定した
訓練
○関係機関との連携を重視した
訓練の実施

○中国管区内5県警察、四国管区４県警
察
○自衛隊、消防等の関係機関

継続 中国管区警
察局

自衛隊

自衛隊第13
旅団

渡河訓練 継続

自衛隊第13
旅団
ソフトバン
ク

合同訓練 継続 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

ソフトバン
ク
Enecom

他事業者間連携訓練平成28年 3月頃 継続

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

ソフトバン
ク
KDDI

他事業者間連携訓練平成28年 11月頃 継続
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

NTTドコモ
中国支社

【仮】自衛隊との
通信機器等の運搬
訓練

平成28年3月（調整中）
自衛隊
他通信事業者

継続 NTTdocomo

NTTドコモ
中国支社

【仮】第六管区海
上保安本部との機
器運搬訓練

第六管区海上保安部
他通信事業者

継続 NTTdocomo

※空欄は"調整中"の項目

通信関係

地方公共団
体関係
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